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中小企業の事業投資の動向（M&A等） 1

 法人企業統計によれば、直近５年間の中小企業の事業投資は、現預金の増
加額を上回り、約38兆円増加している。

 特に投資有価証券（関係会社株式等）の伸びが顕著であることから、中小
企業においてM&A・資本提携等が活発に行われている様子がうかがえる。

（出典）財務省「法人企業統計（年報）」
※大企業＝資本金10億円以上、中小企業=資本金１億円未満 ※（）内は期間内の増減額、端数調整により合計が一致しない箇所がある

【中小企業におけるバランスシートの変化（全体／2014年～2019年）】

事業投資
181.1兆円
（＋37.6兆円）

1社あたり
64百万円

（参考:大企業）
事業投資

420.2兆円
（＋70.8兆円）
うち投資有価証券

272.7兆円
（＋54.4兆円）

現預金 122.7兆円(+14.8兆円)
<1社あたり44百万円>

その他
328.3兆円 (+0.5兆円) 

投資有価証券(M&A･資本提携等)
65.8兆円(＋30.1兆円)

<1社あたり24百万円> 
有形固定資産(設備投資)

115.3兆円(+7.5兆円)
※土地を除く <1社あたり41百万円>

【資産】 【負債】

【純資産】

有利子負債 247.2兆円
(+7.2兆円) 

その他負債 146.1兆円
(－10.9兆円)

利益剰余金 (内部留保)
166.5兆円(+36.9兆円)

<1社あたり59百万円>
その他純資産 72.2兆円

(+19.7兆円) 



M&A（買収）の実施・検討状況 件数 構成比

１回買収した 189 5.1%

２回以上買収した 124 3.3%

検討したが買収に至らなかった 262 7.1%

買収を検討・実施していない 3,130 84.5%

中小企業におけるM&Aの実施・検討状況（日商調査） 2

【中小企業におけるM&Aの実施・検討状況】

 日商が実施した調査では、中小企業におけるM&Aの取り組みについて、買
い手としてM&Aを実施したことがある事業者は１割弱、実施を検討した事
業者を合わせると約15%となった。

 一方「売上高10億円超」の企業では「買収を実施・検討した」が４割弱と
なり、地域の中核的な中小企業においてM&Aが活性化している状況が見受
けられる。

買収を
実施・検討
15.5%

(n=3,705)
売上高10億円超
の企業では

36.5% ※
(n=971)

（出典）日本商工会議所「事業承継と事業再編・統合の実態に関するアンケート調査（2020年）」

※業種内訳：製造業27.3%、建設業22.7%、卸売業22.7%、サービス業18.7%、小売業6.2%、その他1.1%



国・民間によるM&A支援状況

大企業

中規模企業

小規模企業

大・中堅Ｍ＆Ａ市場
金融機関・M&A仲介
会社が主に支援

小規模Ｍ＆Ａ市場
事業引継支援センター
が主に支援

最近はインターネット
マッチングサービスが
活発化

 M&Aの売り手・買い手のマッチング支援は、一定規模の案件を担う民間M&A支援企業が増加
傾向にある。一方でビジネスベースに乗りにくい小規模案件に対しては公的支援策が充実。

 特に事業引継ぎ支援センター（国の事業引継に関する相談窓口）は、近年、相談件数・マッチ
ング件数が大幅に増加。今後は官民連携による支援体制の強化が期待される。
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【事業引継ぎ支援センター相談・引継実績は急増】
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【M&A業務を営む会社数は年々増加】

（出典）中小企業庁「中小M&Aガイドライン概要」より作成

（出典）中小企業基盤整備機構資料より作成
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【M&Aの案件規模と支援機関イメージ】



9.3%

57.6%

16.2%

10.9%

6.1%

積極的に検討 引き続き検討（コロナ前後で変化なし） 消極的になった そもそも買収意思なし その他

コロナ禍に伴う中小企業のM&A戦略の変化（日商調査） 4

【コロナ禍に伴う買収戦略の変化】

 中小企業のM&A戦略は、「積極的に検討」（9.3%）、「コロナ前後で変
化なし」(57.6%)が７割弱を占め、コロナ禍でも前向きな姿勢を維持。

 一方で「消極的になった」との回答は約16％を占め、コロナ禍によるマイ
ナスの影響も現れている。

(n=561)

（出典）日本商工会議所「事業承継と事業再編・統合の実態に関するアンケート調査（2020年）」



M&A（買収先）の企業規模・業種・属性・地域（日商調査） 5

 買収先の企業規模は小規模企業が73%を占めている。従業員規模が300
名超の企業でも４割は小規模企業を買収している。

 買収先の業種は「同業種」が約８割、属性は「競合他社」が約４割、地域
は「同一都道府県」が約４割となっている。

（出典）日本商工会議所「事業承継と事業再編・統合の実態に関するアンケート調査（2020年）」
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【買収先の業種】 【買収先の属性】
13.1%

18.5%

36.2%

39.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

販売先

仕入先・外注先

競合他社

その他

【買収先の地域】

(n=562、複数回答)(n=563、複数回答)(n=566、複数回答)

73.2%

29.3%

3.5%

1.2%
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従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

(n=564、複数回答)

【買収先の企業規模】
91.7%

76.5%

53.2%

42.1%

8.3%

21.3%

42.7%

43.4%

1.9%

3.2%

9.2%

0.4%

0.8%

5.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

従業員20名以下

21名～100名

101～300名

300名超

従業員20名以下 21名～100名 101～300名 300名超

【買収側と買収先の企業規模】

買収先

買収側

(n=108)

(n=268)

(n=124)

(n=76)

※複数回答
分を除く
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